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平成平成平成平成30年度税制改正を踏まえて（提言）年度税制改正を踏まえて（提言）年度税制改正を踏まえて（提言）年度税制改正を踏まえて（提言） 奈良県税制調査会奈良県税制調査会奈良県税制調査会奈良県税制調査会(抜粋）抜粋）抜粋）抜粋）

１ 奈良県税制調査会の提言（H30.3.26）抜粋

【奈良県における新たな森林環境管理制度の導入検討との関【奈良県における新たな森林環境管理制度の導入検討との関【奈良県における新たな森林環境管理制度の導入検討との関【奈良県における新たな森林環境管理制度の導入検討との関

係について】係について】係について】係について】

奈良県においては、紀伊半島大水害で大きな被害を受け、

改めて持続可能で災害に強い森林づくりが求められているこ

と等を踏まえ、三重県・和歌山県と連携して、新たな森林環

境管理制度の導入に向け、①紀伊半島に相応しい森林環境管

理制度のあり方、②新たな森林環境管理制度の担い手となる

人材を育成する奈良県フォレスト・アカデミー（仮称）の整

備、③県・市町村連携による新たな森林管理組織の設置の検

討を進めている。更に、制度の根幹となる奈良県森林環境管

理条例（仮称）の制定を検討している。

国において今般創設される新たな森林管理制度との関係を国において今般創設される新たな森林管理制度との関係を国において今般創設される新たな森林管理制度との関係を国において今般創設される新たな森林管理制度との関係を

踏まえつつ、奈良県において導入される新たな森林環境管理踏まえつつ、奈良県において導入される新たな森林環境管理踏まえつつ、奈良県において導入される新たな森林環境管理踏まえつつ、奈良県において導入される新たな森林環境管理

制度のもとで、新たに必要となる県の事業については、奈良制度のもとで、新たに必要となる県の事業については、奈良制度のもとで、新たに必要となる県の事業については、奈良制度のもとで、新たに必要となる県の事業については、奈良

県森林環境税の使途として検討すべき県森林環境税の使途として検討すべき県森林環境税の使途として検討すべき県森林環境税の使途として検討すべきである。

【【【【奈良県森林環境税の使途事業について】奈良県森林環境税の使途事業について】奈良県森林環境税の使途事業について】奈良県森林環境税の使途事業について】

森林環境譲与税（仮称）の市町村への譲与額については、

市町村の体制整備の進捗に伴い、段階的に増加するように制

度設計されていることに加え、私有林人工林面積や林業就業

者数のみならず、人口も考慮した配分になっていることから、

一部の市町村においては、譲与額では奈良県森林環境税を財

源として実施してきた事業を賄えないおそれが強い。

他方で、森林環境譲与税（仮称）の市町村分の具体的な使

途事業として、森林整備について、間伐とともに、里山林整

備・竹林整備が掲げられ、木材利用の促進や普及啓発等に

ついては、公共建築物への木材利用、森林環境教育、木育、

植樹活動などが例示されている。

こうした財政需要の状況と市町村の意向を踏まえ、市町村市町村市町村市町村

域を越えて広域的に取り組むことが有効な森林環境教育等の域を越えて広域的に取り組むことが有効な森林環境教育等の域を越えて広域的に取り組むことが有効な森林環境教育等の域を越えて広域的に取り組むことが有効な森林環境教育等の

事業を含め、奈良県森林環境税の使途を検討していく必要事業を含め、奈良県森林環境税の使途を検討していく必要事業を含め、奈良県森林環境税の使途を検討していく必要事業を含め、奈良県森林環境税の使途を検討していく必要が

あり、森林環境管理に係る受益の広域性を踏まえつつ、県が森林環境管理に係る受益の広域性を踏まえつつ、県が森林環境管理に係る受益の広域性を踏まえつつ、県が森林環境管理に係る受益の広域性を踏まえつつ、県が

市町村を下支えする形で積極的役割を果たしていくことが欠市町村を下支えする形で積極的役割を果たしていくことが欠市町村を下支えする形で積極的役割を果たしていくことが欠市町村を下支えする形で積極的役割を果たしていくことが欠

かせないかせないかせないかせない。

【奈良県森林環境税のあり方について】【奈良県森林環境税のあり方について】【奈良県森林環境税のあり方について】【奈良県森林環境税のあり方について】

奈良県森林環境税については、平成３２年度末まで仮に維

持するとしても、その後、課税の維持ありきで森林整備等の

分野の不要不急の歳出事業が拡大することは厳に慎まなけれ

ばならない。事業の見直しを徹底し、経費の膨張を避ける姿

勢こそが求められる。

平成３３年度以降については、県が抱える財政需要を俯瞰

して、奈良県森林環境税としてのみの存続にとらわれず、超

過課税としての使途事業の範囲を幅広く捉えることも検討す

べきである。

たとえば、東日本大震災を教訓として各地方公共団体が行

う防災施策に係る財源確保のための個人住民税均等割の税率

の引上げが平成３５年度末に期限を迎えることになるが、そ

の後の当該施策に係る奈良県の財源確保はどのように行うか

という課題もある。このようなことを踏まえて、森林の持つ

災害防除機能の充実に留まらず、防災・減災に関する施策に

要する費用を賄うための税としてのあり方を検討することや、

たとえば農地管理、所有者不明土地対策など領域的に隣接す

る政策分野の事業を使途に組み入れていくことも検討課題と

なる。
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２ 整理すべき事項

整理１
（県）森林環境税（第３期課税期間：H28～H32）の存続の適否について

【課題】

H36年度からの（国）森林環境税の導入に先行して、H31年度から（国）森林環境譲与税が導入されるた

め、（県）森林環境税の存続の適否も含め（県）森林環境税のあり方の検討が必要。

【現状】

・H18年度の税創設から約9,600haの間伐を行ってきたが、県内の環境保全林内に約23,000haの施業放

置林が依然存在

・昨今の豪雨や台風などの自然災害の被害状況をみると、森林の防災力の向上を図ることが、非常に

重要で喫緊の課題

【方針（案）】

・森林環境の保全のためにも引き続き、（県）森林環境税を活用した施業放置林整備を行うことが必要で

あり、更に放置林の間伐だけでなく、間伐木を林内から搬出することや間伐木を利用した簡易防災施

設の設置など、森林における防災対策の実施が不可欠

（県）森林環境税（県）森林環境税（県）森林環境税（県）森林環境税第３期第３期第３期第３期 森林環境譲与税森林環境譲与税森林環境譲与税森林環境譲与税（県）森林環境税（県）森林環境税（県）森林環境税（県）森林環境税第４期第４期第４期第４期 （国）森林環境税（国）森林環境税（国）森林環境税（国）森林環境税
H３０３０３０３０ H３１３１３１３１ H３２３２３２３２ H３３３３３３３３ H３４３４３４３４ H３５３５３５３５ H３６３６３６３６ H３７３７３７３７

・・・個人：５００円／年法人：県民税均等割額の５％相当額・・・個人：１，０００円／年期間延長の条例改正必要
県制度国制度

8月 11月 諮問諮問諮問諮問 答申答申答申答申● ● ● ●税制調査会 整理１ 整理２
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２ 整理すべき事項

【実施内容（案）】

（県）森林環境税と(国)森林環境譲与税の使途については、森林整備に係る需要額を勘案し、棲み分け

を行う。

・Ｈ32年度までは （県）森林環境税は、市町村が実施する施業放置林整備（間伐）への補助

・施業放置林整備（間伐）等以外の事業については、広域的に展開する事業を優先して実施

・市町村には、前出の施業放置林整備（間伐）に加え、（国）森林環境譲与税を利用して新たに防災対策

事業を中心に実施するよう県より要請

間伐木の搬出 間伐木を利用した筋工の設置
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２ 整理すべき事項

（県）森林環境税（第４期課税期間：H33～）の存続の適否について整理２

【課 題】

H36年度から(国)森林環境税が導入されることから、（県）森林環境税も含めた県民の負担と使途事業の

納得感の確保が必要。

【現状】

奈良県では、森林の多面的な機能を最大限に引き出すスイス型の森林環境管理制度を研究し、森林

の「生産・生物多様性・レクリエーション」に加え「防災」機能を重視した森林づくりを推進するために「新

たな森林環境管理制度」の導入を検討しており、具体的には、

①新たな森林環境管理制度の担い手となる人材を育成する奈良県フォレスト・アカデミー（仮称）の整備

②県・市町村連携による新たな森林管理組織の設置

③奈良県森林環境管理条例（仮称）の制定を始めとした新たな森林環境管理制度のあり方

などを紀伊半島の３県で連携し、検討を進めている。

【方針（案）】

・次期の県税のあり方については、既存の事業に加えて、奈良県において導入が検討されている「新た

な森林環境管理制度」のもとで、新たに必要となる奈良県の事業について、県税の使途として検討を

行う。

・加えて平成36年度から課税される国の森林環境税（仮称）との関係や施業放置林所有者の負担など

も視野に入れ、県税のあり方について県民の理解が得られるよう丁寧かつ慎重な議論を行う。

・市町村には、（国）森林環境譲与税を活用し、防災対策事業等に加え、従来から（県）森林環境税によ

り行ってきた施業放置林整備等を実施するよう県より要請を行う。
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３ 参考資料 （１）（県）森林環境税と（国）森林環境税の使途可能事業 他

＜参考２＞＜参考２＞＜参考２＞＜参考２＞

＜参考３＞＜参考３＞＜参考３＞＜参考３＞

◆森林環境譲与税の好ましくない使途について

（林野庁の考え方：H30/6/7説明会及びQ＆Aより）

・正規職員の人件費

・公有林の維持管理

・国庫補助の義務負担分

・既存事業の付け替え

・汎用性の高い物品購入（自動車、パソコンなど）

・森林の公有林化経費

＜参考４＞＜参考４＞＜参考４＞＜参考４＞

◆近畿府県の検討方向（府県森林環境税の使途案）

○防災対策・・・三重県、京都府、大阪府、兵庫県

に特化

○広域展開事業・・・・・滋賀県

○間伐・・・和歌山県

（国補助対象の条件に満たない生産林）

◆(県)森林環境税と(国)森林環境譲与税の使途可能事業 ◆（国）森林環境譲与税、（県）森林環境税の使途（案）

（平成31～32年度）区分  (国)森林環境譲与税 (県)森林環境税県 ◎市町村による森林整備に対する支援 ◎◎◎◎施業放置林整備（間伐）施業放置林整備（間伐）施業放置林整備（間伐）施業放置林整備（間伐）○広域的な事業(獣害対策、森林環境教育）
市町村 ◎◎◎◎間伐の防災対策(搬出、簡易防災施設）間伐の防災対策(搬出、簡易防災施設）間伐の防災対策(搬出、簡易防災施設）間伐の防災対策(搬出、簡易防災施設）○その他（後継者育成、作業道、木質化など）○法に基づく業務

連携連携連携連携（県より協力依頼）（県より協力依頼）（県より協力依頼）（県より協力依頼）
現行 H31・H32 県分 市町村分①-1 間伐 ○ 　　　 ◎　　　 ◎　　　 ◎　　　 ◎ × ○①-2 路網整備 × × × ○①-3 防災対策 × × × ◎◎◎◎②-1 継続箇所 ○ ○ × ○②-2 H31年度以降の新規箇所 - × × ○③-1 広域実施 ○ ○ × -③-2 市町村実施 ○ × × ○④-1 広域実施 ○ ○ × -④-2 市町村実施 ○ × × ○⑤-1 広域実施 × ○ × -⑤-2 市町村実施 × × × ○⑥ 市町村による森林整備に対する支援 - - ○ -森林生態系の保全(ナラ枯れ、獣害対策)人材育成・担い手の確保・木材利用の推進

使　　　　　　　途 （県）森林環境税 （国）森林環境譲与税(H31年度以降)施業放置林整備里山づくりの推進森林環境教育の推進
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３ 参考資料（２）政府要望「奈良県独自の新たな森林管理制度への支援について」



３ 参考資料 （３）耕作放棄地の課税強化について

制度改正の経緯

■奈良県から国に対して制度改正を提案

平成27年7月 荒井知事 → 農林水産大臣、事務次官

農林部 → 農林水産省、総務省

平成27年11月 農林部 → 農林水産省、総務省

耕作放棄地の公有化・耕作意欲者への譲渡の促進
○知事（⼜は市町村⻑）が特定農業振興ゾーンを設定し、
ゾーン内で解消すべき耕作放棄地を設定

（１）設定された耕作放棄地の保有に対し、固定資産税等の重課
（遊休農地の課税水準の引き上げ）

（２）耕作放棄地を県又は耕作意欲者に譲渡した場合、税の軽課
（譲渡所得の特別控除の創設）

制度の活用状況

■奈良県

桜井市 1件 0.3ha （平成29年11月勧告）

■全国

（１）を踏まえた税制の改正

8

H29 H30 (H30-H29) H29 H30 (H30-H29)北海道 - - - - - -青森県 148 10 ▲ 138 34 1 ▲ 33岩手県 - - - - - -宮城県 - - - - - -秋田県 - - - - - -山形県 - - - - - -福島県 - - - - - -茨城県 - - - - - -栃木県 19 14 ▲ 5 6 5 ▲ 1群馬県 20 14 ▲ 6 3 2 ▲ 1埼玉県 - - - - - -千葉県 38 2 ▲ 36 4 0.4 ▲ 3.6東京都 - - - - - -神奈川県 5 1 ▲ 4 2 1 ▲ 1山梨県 1 - - 0.1 - ▲ 0.1長野県 1 1 0 0.4 0.4 0静岡県 - - - - - -新潟県 126 129 3 14 15 1富山県 - - - - - -石川県 - - - - - -福井県 - - - - - -岐阜県 - - - - - -愛知県 - 3 3 - 0 0三重県 - - - - - -滋賀県 - - - - - -京都府 - - - - - -大阪府 - - - - - -兵庫県 43 41 ▲ 2 6 6 0奈良県 - 1 1 - 0.3 0.3和歌山県 - - - - - -鳥取県 57 20 ▲ 37 11 2 ▲ 9島根県 - - - - - -岡山県 - 190 190 - 36 36広島県 8 6 ▲ 2 5 1 ▲ 4山口県 10 5 ▲ 5 3 1 ▲ 2徳島県 - - - - - -香川県 - - - - - -愛媛県 - - - - - -高知県 - - - - - -福岡県 - - - - - -佐賀県 - - - - - -長崎県 - - - - - -熊本県 - - - - - -大分県 - - - - - -宮崎県 - - - - - -鹿児島県 - - - - - -沖縄県 - 5 5 - 1 1全国 476件 442件 ▲34件 88.0ha 72.0ha ▲16ha ※奈良県担い手・農地マネジメント課の電話による聞取結果に基づき記入。※勧告遊休農地とは、農地法第36条第1項の規定に基づく勧告が行われた遊休農地をいう。　上記の件数及び面積は、平成29年1月1日及び平成30年1月1日時点で勧告が継続しているもの。

H29:平成29年1月1日時点　H30:平成30年1月1日時点都道府県別　勧告を受けている耕作放棄地都道府県名 件数(単位・件) 面積(単位・ha)
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３ 参考資料 （４）新たな森林環境管理制度



県土の保全、自然環境の保全、水源のかん養等すべての県民が享受している森林の公益的機能の重要性に鑑み、

平成１８年度より導入（期限５年、１８年度～２２年度）、平成２８年度に５年延長（２８年度～３２年度）

・

会計を区分し使途を明確化するため、税収は「奈良県森林環境保全基金」に積み立て、森林環境の保全と森林をす

べての県民で守り育てる意識の醸成に関する事業経費に充当

・

・ 課税方法・・・・「県民税均等割」に上乗せする方法

・ 税 率・・・・ 個人：年額５００円、 法人：森林環境税課税前の均等割額の５％相当額

課税の仕組み・

（単位：千円）
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

森林環境税税収額 257,030 358,961 361,703 357,269 362,843 359,083 358,503 360,566 362,867 364,754 368,564 372,256※18～28年度は決算額、29年度は決算見込額
10

３ 参考資料 （５）奈良県森林環境税の概要



３ 参考資料 （６）各府県の超過課税の見直し時期 与党税制調査会資料与党税制調査会資料与党税制調査会資料与党税制調査会資料
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３ 参考資料 （７）国版・森林環境税（仮称）について
与党税制調査会資料与党税制調査会資料与党税制調査会資料与党税制調査会資料
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３ 参考資料 （７）国版・森林環境税（仮称）について 与党税制調査会資料与党税制調査会資料与党税制調査会資料与党税制調査会資料


